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（１） 組織体制 

土木学会は、東日本大震災に関わる調査や研究活動、ならびにそれらの成果に基づく実際的な提言を

迅速に行い、災害に対する安全対策の向上と被災地の復興に貢献するため、発災直後より会長を委員長

とする「東日本大震災特別委員会」を設置した。２年目６月からは、特別委員会の活動成果をフォロー

するため、フォローアップ委員会（委員長：小野武彦会長、副委員長：家田仁副会長、幹事長：風間基

樹東北大教授）を設置した。また、社会安全に係る工学のあるべき方向性を進めるため、社会安全プラ

ットフォーム（代表：山本卓郎）による３つの委員会活動を行った。 

（２） 東日本大震災フォローアップ委員会の活動状況 

震災 1 年目の特別委員会の中に設置された合計 10 の「特定テーマ委員会」と社会安全推進活動の成

果を広く土木技術者や市民に公開するための企画を実行した。具体的には、震災 2 年目の平成 24 年 3

月に，被災地の復興が本格化してゆく中での課題や今後想定される巨大災害への対応も視野に入れて、

－被災地の復興と日本再生への処方箋－という副題を掲げて、連続シンポジウムを合計4日間開催した。

前半の２日間の総合テーマでは、関係学会の協力を得て、被災地の本格復興や、今後想定される巨大災

害に向けて社会の安全にどう対処するか、災害マネッジメントシステムやそれに対処する土木技術はど

うあるべきか、安全な国土の再設計にどう取り組むかについて、この 2 年間の活動成果を踏まえて議論

した。後半２日間の個別テーマセッションでは、地域防災計画、原子力安全土木技術、放射性廃棄物対

策土木技術の各特定テーマ委員会の活動成果について議論するとともに、被災地の公共交通の復興や巨

大災害下の道路ネットワークの信頼性確保等に向けた取り組みなどが議論した。その詳細は、総括レポ

ートとして公開した。また、土木学会誌（平成 24年 10 月号）に対談記事を掲載した。 

（３） 社会安全推進プラットフォームの活動状況 

「社会安全研究会」、「安全問題研究委員会ＢＣＰ小委員会」、「安全な国土への再設計、支部連合」の

3 つの活動では、土木と言う専門領域や科学技術の枠を超えて、「社会安全」や地域継続計画（ＤＣＰ）、

日本各地の災害に対する脆弱性への対応策を議論した。その成果は逐次、公開した。 

（４）今後の予定 

一部の特定テーマ委員会および特別活動は、従来の課題あるいは新たな課題を解決するため、平成 25

年度も活動を継続する。また、東日本大震災フォローアップ委員会と社会安全推進プラットフォームは

統合し、「東日本大震災フォローアップ活動」として継続予定である（下表参照）。 

2012 年 2013 年 2014 年 
以降 

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 

           

           

           

1. 1. 1. 1. 概概概概    要要要要    

▽震災シンポ 

 ※成果とりまとめ 

▽総会 ▽総会 

東日本大震災 

特別委員会 

（H23） 

東日本大震災フォローアップ委員会

東日本大震災関連 委員会活動 

※主体：特定テーマ委員会（１０） 

※順次、活動母体に移行 

社 会 安 全 推 進 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

▽総会 ▽震災シンポ 

 ※成果とりまとめ 

※順次、活動母体に移行 

統合 

東日本大震災フォローアップ活動（H25） 

※一部は 100 周年事業として継続 
※主体：特別活動（３） 

調査研究委員会（調査研究部門） 



 

- 2 - 

 

1）経緯 

 2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分頃発生した、Mw9.0 の地震とそれに伴う津波による未曾有の災害に対

応するため、発災直後に会長を委員長とする「東日本大震災特別委員会」を設置し、被災状況等に関す

る総合的学術調査の実施と成果のとりまとめ、応急復旧や地域復興に関する提言、今後の大規模地震（津

波含む）対策のあり方の検討等を実施した。 

「東日本大震災特別委員会」の活動により一定の成果が得られ、東日本大震災の諸課題ならびに今後

の対応方針が明確化されたことに伴い、平成 24年 6 月以降の 2年目は組織体を整理・統廃合し、「東日

本大震災フォローアップ委員会および社会安全推進プラットフォーム」として、新たな活動フェーズへ

のステップアップを図った。 

 

2）組織体制 

1.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 2. 2. 2. 東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災フォローアップフォローアップフォローアップフォローアップ委員会委員会委員会委員会等等等等の組織体制および活動の組織体制および活動の組織体制および活動の組織体制および活動    

理事会 行政 

（国・自治体） 

マスコミ 

NEXCO 

JR  

日建連 

建コン協 

関連学会 

連絡会等 

土木学会 

◆安全・防災系 

◆施設・構造物系 

◆計画・マネジメント系 

津波特定テーマ委員会 

（今村委員長） 

液状化特定テーマ委員会 

（東畑委員長） 

原子力安全土木技術 

特定テーマ委員会（当麻委員長） 

地域防災計画特定テーマ委員会 

（目黒委員長） 

復興創意形成（ＰＩシステム） 

特定テーマ委員会（野崎委員長） 

災害対応マネジメント 

特定テーマ委員会（高野委員長） 

情報通信技術を活用した耐災施策 

特定テーマ委員会（山田委員長） 

復興施工技術特定テーマ委員会 

（吉田委員長） 

地域基盤再構築特定テーマ委員会 

（岸井委員長） 

放射性汚染廃棄物対策土木技術 

特定テーマ委員会（大西委員長） 

社会安全研究会 

（山本委員長） 

安全問題研究委員会 BCP小委員会 

（須藤委員長） 

「安全な国土への再設計」支部連合

（林委員長） 

社会安全推進プラットフォーム 

代表：山本顧問（前会長） 

東日本大震災フォローアップ委員会 

代表：小野会長 



 

 

3)主な活動(平成 24 年 6 月以降) 

 

1．報告会   

項 目 担 当 開催日 

復興創意形成特定テーマ委員会 最終報告シンポジ

ウム ～復興まちづくりと創意形成 復興現場におけ

る「これまで」と「これから」～ 

東日本大震災フォローアップ委員会 

復興創意形成特定テーマ委員会 
2012/11/1 

災害対応マネジメント特定テーマ委員会 「災害対応

マネジメント力の強化 －東日本大震災から学ぶこ

と－」シンポジウム 

東日本大震災フォローアップ委員会 

災害対応マネジメント特定テーマ委員会 
2012/11/6 

土木学会主催シンポジウム「東日本大震災から 2 年」 

～被災地の本格復興と日本再生への処方箋～ （総合

テーマセッション） 

東日本大震災 2 周年シンポジウム実行委員会 2013/3/6-7 

土木学会主催シンポジウム「東日本大震災から 2 年」 

～被災地の本格復興と日本再生への処方箋～ （個別

テーマセッション） 

東日本大震災 2 周年シンポジウム実行委員会 2013/3/13-14 

   

   

   

   

   

2．提言・報告書等   

項 目 担 当 発表日 

社会安全研究会中間とりまとめ「技術者の信頼を回復

するために」 

社会安全推進プラットフォーム 

社会安全研究会 
2012/7/20 

災害対応マネジメント特定テーマ委員会報告書「東日

本大震災の災害対応マネジメント」公表 

東日本大震災フォローアップ委員会 

災害対応マネジメント特定テーマ委員会 
2012/11/6 

原子力安全土木技術特定テーマ委員会「原子力発電

所の耐震・耐津波性能のあるべき姿に関する提言（土木

工学からの視点）（案）」のとりまとめ 

東日本大震災フォローアップ委員会 

原子力安全土木技術特定テーマ委員会 
2013/2/19 

地域防災計画特定テーマ委員会「減災対策マトリッ

クス公開ホームページ」発表 

東日本大震災フォローアップ委員会 

地域防災計画特定テーマ委員会 
2013/4/2 

   

   

   

   

3．関係学会等との連携   

項 目 担 当 発表・開催日 

連続シンポジウム「巨大災害から生命（いのち）と国土を

護る －２４学会からの発信－ 第 5 回「大震災を契機に

地域・まちづくりを考える」 

日本学術会議 土木工学・建築学委員会 並びに東

日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会主催 
2012/6/21 

連続シンポジウム「巨大災害から生命（いのち）と国土を

護る －２４学会からの発信－ 第 6 回「原発事故からエ

ネルギー政策をどう建て直すか」 

日本学術会議 土木工学・建築学委員会 並びに東

日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会主催 
2012/7/24 

連続シンポジウム「巨大災害から生命（いのち）と国土を

護る －２４学会からの発信－ 第 7 回「大震災を契機に

国土づくりを考える」 

日本学術会議 土木工学・建築学委員会 並びに東

日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会主催 
2012/8/8 

連続シンポジウム「巨大災害から生命（いのち）と国土を

護る －２４学会からの発信－ 第8回「巨大災害から生

命と国土を護る - 三十学会からの発信 -」 

日本学術会議 土木工学・建築学委員会 並びに東

日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会主催 
2012/11/29 
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3.1 地域防災計画特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

・ 「地域防災計画」が阪神・淡路大震災以降、果たして「減災」や「公助」・「共助」・「自助」など 

のコンセプトによる具体的な行政の施策や対策の内容を反映しているかという識者からの指摘 

・ 現行の地域防災計画の内容の多くが、その地域の自然や社会環境、災害の状況と特徴などを的確 

に反映しておらず、画一的な内容・表現となっていることなどの実態 

・ 東日本大震災で被災地域の地方公共団体で作成されていた「地域防災計画」が果たして有効に機 

 能したのかという疑問 

などの諸点を切り口に、広域的な巨大複合災害に対して「地域防災計画」が有効に機能するためのあ

るべき姿と実現方策を検討することを目的とした。 

 

2）主な構成員 

委員長   目黒 公郎（東京大学生産技術研究所 教授） 

副委員長  小川 雄二郎（東京大学生産技術研究所 研究員） 

幹事長   佐伯 光昭（株式会社エイト日本技術開発 最高顧問） 

委員    11 名 

顧問    片山 恒雄（東京電機大学 教授） 

 

3）活動の概要 

2011 年 7 月～2013 年 4 月までに、14 回の委員会を開催（他に WG を 3 回）。 

2011 年 12 月 19 日に記者発表を行い、提言の「中間とりまとめ（案）」を公表。 

2012 年 3 月 6 日の東日本大震災シンポジウムで、「地域防災計画のあるべき姿 ～低頻度巨大地震

による広域災害に備えて～」のセッションを運営。 

2012 年 12 月 6 日に記者発表を行い、「地域防災計画特定テーマ委員会 成果の概要（案）」を公表。 

2013 年 3 月 13 日の東日本大震災２周年シンポジウムで、「“減災”社会実現に向けた戦略的展開を

目指して ―地域防災計画特定テーマ委員会の成果 総括報告―」のセッションを運営。 

2013 年 4 月 2 日に、土木学会 web サイトで、「減災対策マトリクス」を公開した。合わせて、「地

域防災計画特定テーマ委員会 成果の概要」を公表。 

  

4）成果の概要 

広域的な巨大複合災害への減災施策を実現していくための「地域防災計画のあるべき姿」を明示し, 

そのための具体的提言を「地域防災計画特定テーマ委員会 成果の概要」としてとりまとめた。 

市町村担当者が、これを具体的に実践できるように、web 形式の「減災対策マトリクス」を構築し公 

開した。これは、事前・事後の各ステージで、施策を体系化した上で、具体的な事業を列挙したもので

ある。 

 

5）提言の概要 

巨大複合災害の軽減～「減災」を実現して行くために必要な「地域防災計画」のあるべき姿を次のよ

3333....東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災フォローアップフォローアップフォローアップフォローアップ委員会委員会委員会委員会特定テーマ委員会の活動状況特定テーマ委員会の活動状況特定テーマ委員会の活動状況特定テーマ委員会の活動状況    
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うに明示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを実現していくための方策として、次の 2つの考え方をまとめた。 

○ 総合的な減災マネジメント・システムの構築と実行 

○ 減災マネジメントの PDCA サイクルによる計画的な推進 

地震災害をはじめとする各種の自然災害の軽減に有効な「減災」を実現して行く方策を、発災前には、 

「被害抑止」、「被害軽減」、「災害予知と早期警報」の 3 つ、発災後には「被害評価」、「災害対応」、「復

旧」、［復興］の 4つの計 7 つに分類した総合的なマネジメント・システムの体系を明らかにするととも

に、それら方策の実行の主体として「公助」・「共助」・「自助」それぞれの立場で、上記 7 つの方策の内

容を分類する「減災対策マトリクス」として表すことを提案したものである。 

地方公共団体の実務担当者が、これらを具体的に構築できるように、事前・事後の各ステージで、 

施策の内容を体系化した減災対策マトリクスを構築した。対象とする災害は、「地震」、「津波」、「水害」、

「火山」の 4つである。実務担当者の活用の便を考えて web 形式とし、このマトリクスに基づく計画策

定の手順を示すとともに、具体的な事業例や法律を参照できるものとした。 

  

6）今後の課題 

東日本大震災から 2年を経過した現在、まだ全体としては、被災地の復興はようやく緒に就いた局面

と言えよう。内閣府による南海トラフ沿いに発生する巨大地震の経済損失を含む被害想定については、

この 3月に公表されたところである。 

当委員会では、目下、地域防災計画の改訂を進めている地方公共団体のニーズに早急に応えるべく、

現時点で「減災対策マトリクス」を土木学会 HPで公開した。一方で、東北地方太平洋沖地震の発生直

後の緊急対応についても、従来、根拠資料等が不明確であったものが、今後、解明されるにつれて参考

となる事例が今後、増えていくことが考えられる。このような様々な具体的な対応事例を「減災対策マ

トリクス」に追記して行くことでその内容をより充実させること、そして、行政の実務担当者向けに効

果的な「(仮称)地域防災計画の策定と運用のための手引き」を用意することが今後の課題である。 

これらの課題への取組みは、来年、創立百周年を迎える土木学会として、これからのわが国の「減災」

社会実現にとって不可欠なものであり、自然災害に対する社会安全の基本的概念の確立に向けた検討と

合わせて、受け皿となる新たな委員会の設置が必要と考える。 

 

7）参照資料 

  地域防災計画特定テーマ委員会 成果の概要 平成 25 年 3 月 

地域防災計画は地方公共団体における災害対策全般に係わる最上位計画であり、都市や地域の将来のあ

るべき姿を踏まえながら、あらゆる災害の軽減、すなわち「減災」について真に実効ある計画でなければ

ならない。そのためには、各種の災害対策を単に列挙したものではなく、都市計画等、まちづくりに関わ

るすべての計画に影響を与える、「減災」のための対策に関する総合的な全体計画として位置づけられるべ

きである。 

また、その内容については、地域住民の生命・財産および企業・産業を災害から守るために、達成目標

とそのためのマネジメント計画を明示した災害予防計画と、想定を上回るような低頻度超巨大災害に対し
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3.2 津波特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

今回の東日本大災害での甚大な津波被害の状況を受けて、正確な津波規模、被害の実態について独

自の総合的取り組みを行う．また，既往最大または可能最大津波規模の推定、今回の津波に関する基

礎情報整理（暫定と詳細）、今後の津波高潮の対策（ハード・ソフト・地域防災）のあり方を検討し

提言する． 

 

2）主な構成員 

代表：今村文彦（東北大）、佐藤慎司（東大）、藤間功司（防衛大）、高橋智幸（関西大）、 

有川太郎（港湾空港研）、越村俊一（東北大）、諏訪義雄（国総研） 

 

3）活動の概要 

  東日本大震災を受けて、特に未曾有の災害のもととなった津波について、基礎情報を整理し、今後

の津波高潮対策（ハード・ソフト・地域防災）のあり方について検討し、提言を行った。そこでは「今

回の津波の特性」「海岸施設の復旧と設計方針」「復興に向けて配慮すべき事項」の３つの WG を設置

した．活動の期間は，平成 23年 4月から平成 24年 3 月である．  

  

4）成果の概要 

  今回の東日本大災害での甚大な津波被害の状況を受けて、正確な津波規模，被害の実態について独

自の総合的取り組みを行った。既往最大または可能最大津波規模の推定，今回の津波に関する基礎情

報整理（暫定と詳細），今後の津波高潮の対策（ハード・ソフト・地域防災）のあり方を検討し提言

した． 

 

5）提言の概要 

・ 基礎的な情報整理を終え、1000 年に一度程度の低頻度で発生する巨大津波を含めた今後の津波対

策について、二段階のレベルを設定した設計方法の提案や今後の検討方向などを整理（平成 23 年

5 月 10 日） 

・ 津波レベル１、津波レベル２の考え方（平成 23年 6月 13 日） 

・ 今次津波と既往津波との比較、湾口防波堤の復旧・設計方針、津波減災レベル（L2）とまちづくり

との関係（平成 23年 9月 14 日） 

・ 多重防御や避難体制・計画の充実については、｢津波防災地域づくり｣に関する法律として、2011

年 12 月 27 日に制定され、現在ガイドライン等が検討された． 

 

6）今後の課題 

  今後，多様な津波被害の更なる実態解明と推定方法の提案，さらに軽減策の検討を行う必要がある．

さらに，原子力発電所などのような重要施設の津波からの安全性の議論を深める必要があり，以下の

学会の中で委員会を継続または新規に立ち上げて，検討を行っている． 

（公社）土木学会｢地震・津波複合災害の推定手法および対策研究小委員会｣ 

日本地震工学会｢原子力安全のための耐津波工学の体系化に関する調査委員会｣ 
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http://www.jaee.gr.jp/jp/research/research06/ 

 

7）参照資料 

○ 津波特定テーマ委員会報告 

http://committees.jsce.or.jp/2011quake/node/79 

http://committees.jsce.or.jp/2011quake/node/84 

http://committees.jsce.or.jp/2011quake/node/96 

 

○ 国交省関係 

海岸における津波対策検討委員会 

http://www.mlit.go.jp/common/000149949.pdf 

河川における津波対策の考え方案 

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/kasentsunamitaisaku/dai01kai/dai01kai_siryou6.pdf 

津波浸水シミュレーションの手引き  

http://www.mlit.go.jp/common/000149741.pdf 

 

○ 地域 

釜石市 

http://www.city.kamaishi.iwate.jp/index.cfm/12,17683,c,html/17683/20110830-135010.pdf 

 

○ 新聞報道 

http://www.decn.co.jp/decn/modules/dailynews/news.php/?storyid=201106140203001 
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3.3 液状化特定テーマ委員会（地盤工学委員会） 

1）活動の目的 

東日本大震災では，東京湾岸域を中心に関東全域で液状化現象が見られ，社会基盤施設や戸建て

住宅を中心に甚大な被害が生じた。今回の液状化現象，ならびにそれに起因する液状化被害が，従

来からの液状化に対する設計思想の延長線上にあるものなのかを早急に判断し，将来のシナリオ地

震，大規模地震に対して，十分な備えができるよう提言を行う。 

今回の液状化現象の調査分析を通して全体像を把握し，液状化に強い社会基盤施設や都市づくり

にむけての技術的提案を行う。 

 

2）主な構成員 

東畑 郁生（委員長・東京大学大学院）、規矩 大義（幹事長・関東学院大学）、 

内村 太郎（東京大学大学院）、保坂 吉則（新潟大学）、小林 義和（日本大学） 

 

3）活動の概要 

 ・平成 23 年度で活動を終了し、地盤工学委員会（母体組織）に移行済み。 

   

4）成果の概要 

・上記の理由により、平成 24年度は特になし。 

 

5）提言の概要 

・上記の理由により、平成 24年度は特になし。 

   

6）今後の課題 

・上記の理由により、平成 24年度は特になし。 

 

7）参照資料 

・土木学会 東日本大震災特別委員会 ～1年間の活動・成果・提言～ 2012 年 3 月 
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3.4 原子力安全土木技術特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

東日本大震災における地震や津波による原子力土木施設の被災事例の調査分析、原子力安全に関

する土木技術の役割や位置づけに関する分析評価などを踏まえ、地震や津波などの自然外部事象に

対する原子力安全のあるべき姿について、土木技術の視点から提言する。 

 

2）主な構成員 

委員長：当麻純一（電中研）副委員長：吉田郁政（東京都市大）幹事長：大友敬三（電中研） 

委員：青柳恭平（電中研）秋山充良（早稲田大）蛯沢勝三（JNES）木原直人（電中研）澤田純男

（京大）庄司学（筑波大）高島賢二（JNES）高橋智幸（関西大）東畑郁生（東大）中島正人

（電中研）中村晋（日大）能島暢呂（岐阜大）樋口義弘（清水建設）松尾豊史（電中研） 

松山昌史（電中研）室野剛隆（JR総研）米山望（京大防災研） 

※ 他分野の専門家や実務者からの話題提供、情報提供などを受ける柔軟な組織体としている。 

 

3）活動の概要 

・委員会を 4 回（H24.9.3（19 名出席），H24.12.14（22 名出席），H25.4.24（14 名出席），H25.5.27

（11 名出席）），幹事会を 7 回（H24.4.17（6 名出席），H24.6.11（4 名出席） ，H24.7.6（6名出席），

H24.8.27（7 名出席），H24.9.18（7 名出席），H24.10.19（6 名出席），H25.4.17（6 名出席））それ

ぞれ開催し，「原子力発電所の耐震・耐津波性能のあるべき姿に関する提言（土木工学からの視点）」

策定作業を進めた． 

・調査研究活動の一環として，H24.7.12 に中部電力(株)浜岡原子力発電所の耐震・耐津波施設・設

備の建設状況を調査した．出席者は 19名． 

・土木学会主催シンポジウム「東日本大震災から２年」においてセッション７「原子力発電所の耐震・

耐津波性能のあるべき姿」を企画実施した（H25.3.13 ）． 

 

4）成果の概要 

・地震・津波に関わる土木工学分野の最近の技術動向を踏まえて，原子力安全のあるべき姿を議論し

た結果に基づき，学会ホームページでの意見募集，関係委員会への意見照会や東日本大震災シンポ

ジウムにおける参加者との議論などを通じて提言案をとりまとめた． 

・浜岡原子力発電所の現地調査結果ならびに事業者との意見交換を踏まえた得た知見に基づき「原子

力安全を支える土木技術について─中部電力浜岡原子力発電所の耐震・耐津波施設・設備の視察を

踏まえて─」と題する小文にとりまとめ，防波壁の役割，耐震重要度分類の見直し，耐津波重要度

分類の新設に関して議論・提案している．本小文については，土木学会誌（2012．11）に掲載され

た． 

・土木学会主催シンポジウム「東日本大震災から２年」セッション７では，特別講演「原子力発電施

設の設計基準とシビアアクシデント基準」，耐震・耐津波性能のあるべき姿に関する提言とそれ関

連する外部動向などについて話題提供する構成により，原子力安全に関する土木技術の役割につい

ての土木学会関係者・参加者への理解を深めることができた．また，本セッションにおける討論に

より，今後取り組むべき課題についても明らかにされた． 
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5）提言の概要 

・本提言「原子力発電所の耐震・耐津波性能のあるべき姿に関する提言（土木工学からの視点）」は，

新設，既設を問わず原子力発電所の一般的な耐震・耐津波性能とその確保のあり方を土木工学の視

点から示すことを目的としている．まず，地震，津波に対しての設計の枠組みを見直し，従来の「安

全性」に加えて，「危機耐性」の概念を導入するとともに，これらと相反しない概念としての「運

転継続性」を設定することを提案している．次に，この新たな設計枠組みを実現するための原子力

発電所敷地内での技術を展望している．さらに，危機耐性の概念を原子力発電所敷地外に拡張して，

総合的に安全性を確保することの重要性を指摘している．最後に，東日本大震災で被害の拡大防止

や影響緩和に成功した良好例や，その後の緊急安全対策で土木工学が果たしている役割を踏まえて，

これらの継続的な改善のためには，部門の垣根を越えたコミュニケーションが必要なこと，その他

の自然災害に対しても同様の取り組みが望まれることについても言及している． 

 

6）今後の課題 

  ・提言（案）を学会理事会に付議して確定し，学会委員会からの公式の提言として社会に発信する．

提言の具体化を関係各界に働きかける．提言内容を関係学会に周知する（原子力学会誌から寄稿依

頼あり）．土木学会 100 周年記念事業での工学連携ワークショップの場を活用する．提言を常設の

原子力土木委員会の事業活動に反映する． 

 

7）参照資料 

・「原子力安全を支える土木技術について─中部電力浜岡原子力発電所の耐震・耐津波施設・設備の

視察を踏まえて─」土木学会誌 2012 年 11 月号掲載 

・東日本大震災フォローアップ委員会・原子力安全土木技術特定テーマ委員会「原子力発電所の耐震・

耐津波性能のあるべき姿に関する提言（土木工学からの視点）」（案） 
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3.5 地域基盤再構築特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

復興方策について、生活再建、生業再建、安全再建の視点から総合的に調査分析し、地域基盤再

構築の方向性や具体的方策について迅速に提案する。 

 

2）主な構成員 

委員長：岸井隆幸（日本大学）、副委員長：岡安章夫（東京海洋大学） 

幹  事：羽籐英二（東京大学）阿部雅人（ＢＭＣ） 

委  員：家田仁（東京大学）、中井祐（東京大学）、奥村誠（東北大学）、南正昭（岩手大学）、 

田島芳満（東京大学）、丸山久一（長岡科学技術大学）、古関潤一（東京大学）、本田利器

（東京大学）、北原啓司（弘前大学）、浅見泰司（東京大学）、中出文平（長岡技術科学大

学）、糸井川栄一（筑波大学）、谷口守（筑波大学）、三宅諭（岩手大学）、平野勝也（東北

大学）、大沢昌玄（日本大学） 

 

3）活動の概要 

  本委員会は（公益社団）土木学会が（公益社団）日本都市計画学会と連携して設置したもので、双

方から各 10 名、計 20名の委員で構成され、2011 年 6 月から 2013 年 2 月まで 8 回委員会を開催した。

（なお、正式委員会発足以前にも 2回の現地調査と、現地調査に基く復興政策への提言を実施してい

る）委員会では、先ず国土交通省直轄調査の監理委員として現地に赴いている関係者に対するアンケ

ート調査や意見交換会を実施し、こうした現地の意見を踏まえた復興政策に関する様々な提言を取り

まとめ、シンポジウムで発表、関係機関へ持参提出・説明などを行った。 

 

4）成果の概要 

 平成 24 年 7月 3日、日本大学理工学部 CST ホールにおいて、本連携委員会主催でシンポジウム「東

日本大震災 復興の現状と今後の課題-しなやかで力強い国土の形成と速やかな復興に向けて-」を開

催し、調査結果の報告などを行った。また、その場で委員会としての提言素案を取りまとめ、その後、

復興庁、国土交通省などの関係機関に提出、説明を行った。 

 

5）提言の概要 

  「しなやかで力強い国土の形成と速やかな復興に向けて」と題する提言では、「しなやかで力強い

国土の形成に向けて」の提言 4項目（事前準備の必要性、国の復興支援体制の確立、復興に関する基

本的な制度体系の構築、全国の防災地域づくりの推進）と「速やかな復興に向けて」の提言 6項目（広

域調整の必要性、産業復興の必要性、情報交流の必要性、人的資源の確保、復興制度の充実、フォロ

ーアップ調査の実現）を取り上げている。 

 

6）今後の課題 

 本連携委員会としては当初予定通り 2年で活動を終えるが、復興はまだ途上であるので、引き続き

改めて両学会の連携委員会「東日本大震災復興計画研究特別委員会（仮称）」（委員長：岸井隆幸）を

再組織し、主に広域的な課題に対する調査研究・提言活動を行う予定である。設置期間は当面 1年と
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するが、年度末にその後の継続必要性を判断するものとする。 

 

7）参照資料 

 http://www.cpij.or.jp/com/rev/jsce.html 
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3.6 復興施工技術特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

本特定テーマ委員会の目的は、震災後の復旧・復興の第一歩として不可避である「がれきの処理

とその再利用」と「土壌および地下水の浄化」について様々な角度から検討を行い、被災自治体に

対する技術的支援や提案を行うものである。 

 

2）主な構成員 

吉田明（大成建設）を委員長とし、技術 

顧問に東北大学の久田真教授を迎え、親委

員会を８社で構成している。この親委員会

の下に「がれき処理・再利用小委員会」と

「土壌・地下水浄化小委員会」を設置し、

２つの小委員会にも、それぞれ８社が参加

している。 

 

 

3）活動の概要 

  本委員会を構成している各社の既取得情報を基に、被災復興の中心的存在となり得る自治体を宮城

県、岩手県、仙台市と定め、5 月 17～18 日に被災地を往訪した。そして、実現可能な既存技術の「が

れき処理・再利用技術」および「土壌・地下水浄化技術」の提案を行った。また、併せて現地調査・

自治体ヒアリングの提案を行った。 

   

4）成果の概要 

a)  市街地の津波堆積土砂を用いた室内試験、盛土試験 

� 今回使用した津波堆積分級土砂は、仙台市街から発生した比較的良質な砂（第１種建設

発生土）であり、こういった土質材料であれば道路盛土材料として十分適用可能である

ことが検証された。 

� 選定した機械（積込み、運搬、撒出し、転圧）は、標準的な仕様であり、実施工でも十

分使用可能であることが検証された。 

� 目標とする管理基準を「道路土工―盛土工指針」に準じ、選定した盛土材を使えば、路

体造成の管理基準である「締固め度突固め試験Ｂ法のρdmax の 90%以上」は十分確保でき

ることが検証された。 

b) 農地部の津波堆積土砂を用いた各種固化材による室内配合試験 

� 農地部で収集された津波堆積土砂は、市街地堆積土砂に比較し、粘土やシルトなどの細

粒含有率が高く、このままでは盛土材料として使用できないことが分かった。 

� 固化材を混ぜ合わせることにより所定の強度が得られることを室内実験で確認した。一

般軟弱用固化材が経済的に優れていることが検証された。 

� 処分場にある農地部津波堆積土砂は大小のガラや草木などを大量に含み、かつ軟弱であ

る。従って、1 次、2 次の分別工や生石灰等による土質改良工が固化材混ぜ合わせの事前

がれき処理・再利用小委員会 土壌・地下水浄化小委員会

委員長 吉田 明 （大成建設）
副委員長 風間 優 （鹿島建設）
委員 山本 貴弘 （大林組）
委員 坂本 俊一 （清水建設）
委員 佐藤 和郎 （大成建設）
委員 田邉 大次郎 （熊谷組）
委員 植田 和哉 （五洋建設）
委員 高村 圭一 （鉄建建設）
委員 弘末 文紀 （間組）

復興施工技術特定テーマ委員会

技術顧問
久田 真 教授
（東北大学大学院工学研究科）

小委員長 中山 逸志（大林組） 小委員長 高田 博充（清水建設）
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処置として必要であると判断した。 

 

5）提言の概要 

復興ビジョンで認識されている道路や宅地の嵩上げ、更には防災公園などに大量の盛土材が必要で

あり、その利用施設として、4)の成果から以下の内容が提言可能である。 

a) 津波堆積土砂のうち、市街地堆積土砂 

� 室内試験より、宅地造成にはそのままでも利用可能であることが検証された。また、適

切な土質改良（遮水・排水対策）を行なえば、一般堤防にも使用可能である。 

b) 津波堆積土砂のうち、農地部堆積土砂 

� 浸水農地の大半は仙台市から南の海岸沿いに分布するが、4)-b)で示した事前処置や固化

材工を行なえば、経済的、現実的な再利用（宅地、道路、一般堤防等）に使用可能であ

る。 

  

6）今後の課題 

 当初は「がれきの処理とその再利用」についての検討を始め、津波堆積分級土砂についての再利用 

計画は目途が立ち、試行施工も行われている。しかし分級堆積土砂以外のがれきについては、各界で 

様々な再利用計画が行われているが、まだまだ普及までには至っていない。今回の震災で資材の再利 

用について大きく光が当てられたので、今後は建設廃材全体を含め、再資源化についても学会で支援 

していくことが必要であろう。 

 

7）参照資料 

① 東日本大震災に関する東北支部学術合同調査委員会での発表 

（第２次報告会；平成 23年７月 1 日、第３次報告会；同年 9月 2日） 

② 土木学会誌 平成 23 年 10 月号（掲載済） 

③ 日本建設連合会 ＡＣＥ建設業界 平成 23年 11 月号（掲載済） 

④ 先端技術センター 建設リサイクル・秋号（ＶＯＬ．57 号）（掲載済） 

⑤ 土木学会誌 平成 24 年 2月号（掲載済） 

⑥ 土木施工 平成 24年 3月号（掲載済） 

⑦ 新聞各紙掲載（建設工業新聞 平成 23年 8月 24 日付 P.10 他） 

⑧ 土木学会 東日本大震災特別委員会情報共有サイト 

< http://committees.jsce.or.jp/2011quake/> 
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3.7 復興創意形成（ＰＩシステム）特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

本委員会は、復興まちづくりの計画策定過程等における適切な合意形成の方法並びに、これを円

滑に推進する専門家のあり方等について検討を進め、それに係わる“復興まちづくり創意形成ガイ

ドライン”を取りまとめる事を目的としている。 

なお、本委員会においては、“壊滅的な被災からの復興計画は、地域の方々が将来への希望を持

ち、より多くの関係者の共感が必要”との思いを込め、その意志決定の行為を“合意形成”ではな

く、“創意形成”としている。 

 

2）主な構成員 

本委員会は、復興まちづくりに関わる実務者である建設コンサルタントを中心とした組織としている。 

委 員 長 ：野崎秀則（オリコン） 

副委員長 ：上野俊司（国際航業）、松村友行（パシコン)、村田和夫(建設技研) 

委  員 ：伊藤将司（福山 C）、大島明（国際航業）、大曽根正一（サンコーC）、柏原裕彦（日本港

湾 C）、川除隆広（NSRI）、菊竹直起（大日本 C）、高橋元太（建コン協）、土屋剛（NJS）、

中居浩二（復建技術 C）、中埜智親（オリコン）、萩野一彦（オオバ）、長谷川潤（千代

田 C）、林将廣（ISS 創研）、平井明菜（オリコン）、藤本貴也（建コン協）、牧野幸子（KCS）、

松下佳広（IDEC）、横山哲（ドーコン） 五十音順 

※ なお、復興まちづくりの創意形成にあたって様々な専門分野からの意見を得るため、各分野の 

学協会より参画いただいている。 

＜参加学協会＞ 

建設コンサルタンツ協会、土木学会、都市計画コンサルタント協会、全国上下水道コンサルタン

ト協会、ランドスケープコンサルタンツ協会、港湾技術コンサルタンツ協会 

 

3）活動の要点 

本委員会は、復興に関する基本方針・復興計画における「復興まちづくり創意形成ガイドライン」

をとりまとめた。また、その成果は、土木学会誌への投稿、被災自治体の首長を招聘した基調講演

等から構成されるシンポジウムなどで報告した。その後、復興事業化の創意形成に焦点を絞り、被

災 6 自治体から対象を限定し追加ヒアリングを進め、事業編のとりまとめの検討を行っている。 

・被災 6 自治体：（岩手県）宮古市※、大船渡市※、陸前高田市（宮城県）南三陸町、石巻市※、名取市 

・「※」：事業編の追加ヒアリング自治体 

＜復興創意形成特定テーマ委員会の活動スケジュール概要＞ 

・ H24.7  「復興まちづくり創意形成ガイドライン」 

        復興創意形成特定テーマ委員会 最終報告 

・   8/8   記者発表（復興創意形成委員会） 

・     9    土木学会誌 Vol.97 no.9 pp57-61 

・   11/1   復興創意形成特定テーマ委員会 最終報告シンポジウム 

        復興まちづくりと創意形成 復興現場における「これまで」と「これから」 

・  11～   事業編作成のため、検討開始（H25.7 月頃、シンポジウム開催予定）  



 

- 16 - 

4）ガイドラインの最終成果の要点 

本委員会は、現地調査結果を踏まえ、以下のガイドライン（最終報告）をとりまとめている。 

＜復興まちづくり創意形成ガイドライン（最終報告）の目次構成＞ 

Ⅰ ガイドラインの概要 

Ⅱ ガイドライン本編 

１．目的と位置づけ  ２．創意形成の体制と人材  ３．創意形成のプロセス 

４．創意形成を円滑に進めるための課題と方向性 

Ⅲ 調査事例編（被災自６治体） 

 

5）活動を通じて行った提言等の要点 

復興における創意形成として体制と人材さらには、プロセスに着目し検討を進め、被災地の復興

において創意形成を円滑に進めるための課題と方向性いついて、以下に示すようにとりまとめた。 

＜調査事例にから抽出した創意形成の課題と推進に向けた方向性（一部抜粋）＞ 

①「市民意向の把握や広報・公聴活動のあり方」 

・「多様な意見及び意見の変化を汲み取れるファシリテーターの配置」と「被災者の状況に応じた

手法の選択」が望まれていた。 

②「地域・地区等における創意形成のあり方」 

・「市町村全域及び地域・地区の各エリアにおいて、将来ビジョンの共有」と「被災状況や地域特

性を踏まえた実施の優先順位の決定」が望まれていた。 

 

6）シンポジウムの開催概要 

  基調講演では、被災自治体の首長から被災後の実態とその後対

応について講演をして頂きました。 

さらに、当時の被災自治体の創意形成の課題と工夫について、

復興計画作成に主に関わる行政、学識者及び実務者の視点から議

論を展開した。 

  ■開催日時：平成 24年 11 月 1日（木）13:30～17:00 

  ■場  所：損保会館大会議室 

  ■参加者数：196 名 

 ■プログラム： 

   1.主催者挨拶                公益社団法人土木学会 会長 小野武彦 

   2.基調講演  「復興まちづくりと合意形成」 岩手県 大船渡市    市長 戸田公明 

   3.本委員会報告               復興創意形成委員会 委員長 野崎秀則 

   4.パネルディスカッション 

コーディネーター：復興創意形成特定テーマ委員会 副委員長    上野俊司 

パ ネ リ ス ト ：岩手県 宮古市 副市長            名越一郎 

日本大学理工学部土木工学科教授        岸井隆幸 

国土交通省 都市局 市街地整備課       大水敏弘 

株式会社オオバ                伊勢博幸※1 

パシフィックコンサルタンツ株式会社      佐藤勝幸※2 

※１ 宮城県石巻市の復興計画関連業務を担当/ ※２ 岩手県大船渡市の復興計画関連業務を担当 

7）参考リスト 

・市民合意形成ガイドライン（平成 22 年 1 月）」土木学会コンサルタント委員会 市民合意形成小委員会 他 

シンポジウムの風景 
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3.8 災害対応マネジメント特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

東日本大震災に関し、避難誘導、救援救助、点検・緊急復旧、本格復旧・復興等の各ステージに

おいて、建設分野を中心に、人、組織、技術、資材等の活用（投入）の実態とその際の成果や課題

を把握し、これらを後の教訓として記録するとともに、今後の危機管理対応力の向上のためのこれ

らのマネジメント（平時の際の対応力の涵養を含む。）のあり方を提言する。  

 

2）主な構成員 

委員長 髙野伸栄（北海道大学） 

副委員長兼幹事長 松本直也（建設経済研究所）、副委員長 久田真（東北大学） 

委員兼幹事：小澤一雅（東京大学）ほか 11名 

委員：金内剛（東北建設協会）ほか 1 名 

※ なお、本委員会は、東北支部学術合同調査委員会第 6 部門の活動と連携し、調査活動を実施し

ている。 

 

3）活動の概要 

 公表資料、ヒアリング調査、アンケート調査等により東日本大震災における初期段階での建設関係

機関の活動実態を調査し、課題や好事例を見出し、災害対応に関する制度等の改善提案を行う。 

 主な調査活動は次のとおりである。 

(1) 行政機関のヒアリング調査 

東北地方整備局（2011 年 12 月 21～22 日）、福島県（2012 年 1 月 31 日）、宮城県（2012 年 2 月 13

日）、岩手県（2012 年 3月 21 日）、仙台市（2012 年 3月 18 日）、南三陸町（2011 年 8月 31 日）、釜石

市（2011 年 9 月 6 日）、相馬市（2011 年 9月 26 日）、石巻市（2011 年 10 月 27 日）、陸前高田市（2011

年 11 月 4日） 

(2) 公益企業へのアンケート調査（各機関に個別に依頼） 

  東日本高速道路（株）東北支社、東日本旅客鉄道（株）仙台支社、東北電力（株） 

(3) 建設企業及び業団体へのアンケート調査 

  ① 地元企業：東北建設業協会連合会を構成する各県建設業協会（青森、岩手、宮城、秋田、山形、 

福島）の会員企業。（調査依頼：2011 年 9 月 28 日、最終的な提出日：2012 年 1 月末日） 

※ 調査実施機関は、東北地方整備局、国総研、東北建設業協会連合会。 

  ② ①以外の業協会： 32 団体（うち、8団体は会員企業も対象）（調査依頼：2012 年 1月 13 日、 

回答期限：同年 2月 20 日） 

※ 本アンケート調査は、東北地方整備局、国総研、東北建設業協会連合会との共同実施。 

   

4）成果の概要 

 2012 年 11 月に報告書「東日本大震災の災害対応マネジメント」をとりまとめ、学会 HP にて公表す

るとともに、同月 6 日仙台市において、シンポジウム「災害対応マネジメント力の強化 －東日本大

震災から学ぶこと－」を開催し、活動の成果を発表した。 

 また、土木学会主催シンポジウム「東日本大震災から 2 年」（2013 年 3月 6 日）のセッション 2「災
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害マネジメント力の強化」、中部地方整備局主催「巨大自然災害に備える」（同 3 月 11 日）、「安全な

国土の再設計」土木学会四国支部タスクフォース主催「防災講演会」（同 3月 23 日）において、活動

成果に基づいた講演を行った。 

 2013 年 8 月ジャカルタで開催の CECAR で成果発表を行う。 

 

5）提言の概要 

  東日本大震災における災害対応活動をマネジメントの視点で評価し、以下の事項について提言 

・最初期の情報混乱期における自律的活動（事前対応計画と訓練、拠点施設、危険を伴う任務等） 

・情報連絡が可能になった局面での関係機関の連携（日常的な関係構築、リエゾン、災害協定等） 

・絶対的な資源不足への対応（燃料の調達、情報通信手段、用地等） 

・建設企業への要請のあり方（優先度の判断、業団体の機能、全国企業、リース・レンタル業等） 

・人的支援のあり方（TEC-FORCE、自治体間の支援、国・都道府県職員・職員 OBの活用等） 

・物的支援のあり方（国の機動的な対応、大手建設企業の調達力等） 

・業務の代行のあり方（被災市町村支援、代行法等） 

・臨機の体制づくり 

・立法措置・行政措置（代行法、弾力的な制度運用、業務の簡素化措置等） 

・トップマネジメント（人材育成、権限責任体制等） 

・初動時の応用動作（所管を超えた対応等） 

・予算について（臨機の対応として行われた活動の経費等） 

・入札契約方式について（緊急随意契約の活用等） 

・災害対応マネジメントに関する記録 

・災害対応活動を対外的に知らせる必要性 

   

6）今後の課題 

 今後の巨大災害に備えるために検討すべき主な課題を以下のとおり整理した。 

・発生頻度が低く規模の大きな災害に対しても有効な事前対応計画の検討 

・関係機関が共同で災害対応計画を策定及び、国による統制のあり方等の検討 

・ケースメソッド等による人材育成 

・地域を維持するための方策 

・大手企業がと地元企業を組み合わせるインフラ管理者のマネジメント 

・災害対応マネジメントに関する実態調査を行うための効果的な方法の確立 

 

7）参照資料 

土木学会東日本大震災フォローアップ委員会報告書「東日本大震災の災害対応マネジメント」（2012

年 11 月） 
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3.9  情報通信技術を活用した耐災施策特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

本特定テーマ委員会は土木学会・電気学会による「ICT を活用した耐災施策に関する総合調査団（団

長：川嶋弘尚慶応大学名誉教授）」のメンバーにより構成されており、東日本大震災の被害、復旧、

復興の状況を踏まえ、今後起こりうる地震への備えとして情報通信技術を利活用した耐災（防災・減

災）施策を検討することを目的とする。 

 

2）主な構成員 

顧問 川嶋弘尚（慶應義塾大学） 

委員長 山田晴利（東京大学） 

幹事長 鳩山紀一郎（東京大学） 

幹事 松本修一（慶應義塾大学）、池田朋広（三菱総合研究所）、吉田正（スマ

ートインフラ総合研究所） 

委員 白鳥則郎（東北大学）、太田純（慶應義塾大学）、植原啓介（慶應義塾大

学）、上條俊介（東京大学）、柴崎亮介（東京大学）、浜岡秀勝（秋田大学） 

 

3）活動の概要 

 本特定テーマ委員会では、2011 年 6月に「ICT を活用した耐災施策に関する総合調査」を実施し、さ

らに総合調査の結果を受けて「緊急提言」（2011 年 7 月）を公表した。この提言内容の実現に向けて活

動を継続している。 

  

4）成果の概要 

2013 年 10 月に東京で ITS 世界会議が開催される運びとなっているところ、右世界会議において本委

員会が主体となってスペシャル・インタレスト・セッション（SIS）を開催することとし、2013 年 1 月

にテーマの提案を行った。 

また、2013 年 3 月に開催された「東日本大震災から 2 年～被災地の本格復興と日本再生への処方箋」

シンポジウム（土木学会主催）において、「巨大災害時における避難交通のマネジメント～ICT の活用も

視野に入れて～」と題する個別セッションを開催した。コーディネーターを山田と鳩山が務め、以下の

4 編の発表を行った。 

� 巨大災害と避難～問題提起（家田教授：東大） 

� 東日本大震災における津波避難の実態とそれを踏まえた避難対策について（髙橋街路交通施設課

長：国土交通省） 

� 避難行動の実態からみた可能性と限界（田中教授：東大） 

� データのオープン化、共有化により迅速に避難できる社会の実現に向けて（関本准教授：東大） 

 

5）提言の概要 

 2011 年 7 月に公表した「緊急提言」を参照されたい。 

 

6）今後の課題 
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本特定テーマ委員会の活動は 2013 年 10 月の ITS 世界会議東京大会における SIS をもって終了し、以

後の活動は「実践的 ITS 研究委員会」に引き継ぐ予定である。 

 

7）参照資料 

「東日本大震災から 2 年～被災地の本格復興と日本再生への処方箋～」シンポジウム総括レポート、

2013 年 4月、土木学会 
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3.10  放射性汚染廃棄物対策土木技術特定テーマ委員会 

1）活動の目的 

東日本大震災に伴う、福島第一原子力発電所の事故による周辺汚染地域の早期の環境修復に向け、

放射性物質により汚染された廃棄物（以下、放射性物質汚染廃棄物）を対象とした最終的な処分に

向けて、仮置き～中間貯蔵を安全かつ合理的に行うための施設の設計、建設、操業、環境影響評価

等に関わる学術的見地からの現状技術の調査、検討、提言を行う。 

 

2）主な構成員 

委員長：大西 有三（京都大学副学長）、副委員長：前川 宏一（東京大学教授） 

委  員：大学（茨城大学、京都大学、東京大学、東北大学、北海道大学、明星大学）、研究機関（JAEA、

原環センター、電中研、）、公的機関・協会(JNES、原安協、原技協)、原子力事業者（原環

機構、電事連、日本原燃）、民間会社（日揮） 20 名 

幹事・事務局：電中研、戸田建設、日本原燃、日揮    6 名 

協力機関：大林組、鹿島建設、熊谷組、清水建設、大成建設、ダイヤコンサルタント、東電設計、 

戸田建設、日揮、日本国土開発、間組、パシフィックコンサルタンツ、前田建設 13 社 

 

3）活動の概要 

①「エネルギー委員会」および「放射性汚染廃棄物対策土木技術特定テーマ委員会」の共催により、2012

年度土木学会全国大会における研究討論会（9月７日）「放射性汚染廃棄物対策と土木技術の役割－早

期の帰還と復興を目指して－」を開催した。約 100 名の参加者があり、パネリストからの報告（本特

定テーマ委員会、地盤工学会、国立環境研究所、日本原燃と共に、会場を交えての東京電力(株)福島

第一原発事故に由来する汚染廃棄物対策や環境修復などへの取り組みについて熱心な意見交換が行

われた。 

②土木学会主催「東日本大震災 2 周年シンポジウム」（平成 25年 3月）の個別セッションにおいて「原

発事故由来の放射性物質汚染廃棄物等の対策に貢献する土木技術」を本特定テーマ委員会が主催して

実施した。本セッションでは、特に１F 事故由来の放射性物質による汚染土壌・廃棄物および 1F構内

において事故により発生する放射性廃棄物の処理・処分に関しては、共通的な技術課題も多く、今回、

各分野において国や学会あるいは研究機関の立場で中心的にご活動されている専門家にパネリスト

として参加していただき、最新の取り組み状況と今後の方向性についてご報告していただき、また一

般参加者の方々を交えて活発な討論を行った。 

③環境省主導で検討が進められている東電福島第一原発事故由来の放射性物質に汚染された廃棄物の

中間貯蔵事業に関する施設の設計、安全性評価や放射線障害防止に係る安全確保の基本的考え方策定

等の環境省による検討に対しての技術的な助言・協力を平成 24 年末頃より具体的に土木学会特定テ

ーマ委員会および電中研の専門家等が連携して実施している。特に、地震、津波等の自然異常事象へ

の考慮、地下水監視方法、安全性評価などについて助言等の協力を継続して行っている。 

 

4）成果の概要 

①これまでに青森県六ヶ所村で 20 年以上にわたり順調に操業されてきている従来の低レベル放射性廃

棄物の埋設処分施設や産業廃棄物に関する調査、設計、建設、安全評価の技術要件等の知見・実績を
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踏まえ、今回の原発事故由来の放射性汚染廃棄物を対象とした放射性物質汚染対処特別措置法に基づ

く中間貯蔵施設を実現するための技術的な検討を行う上で前提となる考慮事項を、サイト選定調査、

設計、建設、安全評価、地下水監視・モニタリングなどの重要な項目に関して抽出・整理し、提案し

た。 

②東日本大震災に伴う東電福島第一原発事故に伴う、福島第一原発の廃止措置と放射性廃棄物処理・処

分および事故由来の環境への汚染廃棄物対策（とりわけ、当面の除染～仮置き～中間貯蔵施設）等の

方策を確立し、早期の住民の帰還と環境修復を達成していく上では、それらの事業のみならず立地地

域の振興・共生策も併せて地元住民や国・市町村等の関係機関が十分なコミュニケーションと相互信

頼のもとに連携して取り組むアプローチなども考える必要があり、それらにおいて土木技術の果たす

べき役割も多々あるという共通認識を得た。 

③除染～仮置き～中間貯蔵などへの貢献してきている、あるいは貢献が期待される種々の土木技術の事

例を分類・整理し、それらを取りまとめ公表することにより、今後の有効活用に資する。 

 

5）提言の概要 

①既に実績のある低レベル放射性廃棄物埋設処分施設の調査、設計、建設、安全評価等に関わる技術的

知見（原子力学会標準、土木学会技術報告書、等）を参考にしつつ、事故由来の放射性物質による汚

染廃棄物の中間貯蔵施設の設計、安全評価に関する留意事項に関して、特に土木技術的な観点からの

検討・取りまとめし、提言を行う。これらにより、特別措置法に基づく国による今後の中間貯蔵施設

の安全かつ合理的な立地・建設・運用の円滑推進に向けて、技術的な支援・協力を行う。 

②今後、事故由来の放射性物質による汚染廃棄物の当面の安全かつ円滑な中間貯蔵の推進に向けて、国

や地元自治体等におけるより一層の理解活動が必要であり、その推進においても土木技術的な観点で

の専門家としての客観的な技術評価等において協力・支援を積極的に行うことにより、汚染被災地域

の早期の復興・再生に貢献していく。 

   

6）今後の課題 

①地震、津波等の自然災害影響への対処、除去土壌の合理的な減容化・処分方策、森林伐採にともなう

環境リスクへの対処など、今後、国による技術基準的な具体的方策の整備が必要な課題も有り、これ

らに対して土木学会としても技術的な面での支援・協力をしていく必要がある。 

②上記の技術的な支援・協力とともに、土木学会としても、関連する機関とも連携し合って、専門家と

しての客観的な立場より、国や自治体において必要とされる技術評価や理解活動などの面でも、支

援・協力を積極的に行う必要がある。 

 

7）参照資料 

 ・環境省：「放射性物質汚染対処特措法」（2012 年 1 月完全施行） 

・土木学会技術報告書：「余裕深度処分の地下施設の設計、品質管理及び検査の考え方」（2009 年７月） 

・平成 24 年度土木学会全国大会研究討論会［研 25］：「放射性汚染廃棄物対策と土木技術の役割～早

期の帰還と復興を目指して～」（2012 年 9 月） 

・土木学会主催「東日本大震災 2 周年シンポジウム」の個別セッション 8「原発事故由来の放射性物 

質汚染廃棄物等の対策に貢献する土木技術」（2013 年 3月） 
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4.1 社会安全研究会 

1）活動の目的 

東日本大震災では、2万人に及ぶ犠牲者を出し、しかも原子力発電所事故を併発するという事態に

なった。“安全･安心の国づくり”を標榜しその実現に取り組んできた、特にわれわれ科学者･技術者

にとって、これはまさに敗北であり、国内外から我が国の安全に強い疑念を抱かせたことを真摯に

受け止めなければならない。このような状況を踏まえ、土木という専門領域はもちろん科学技術の

枠を超えて、「社会安全」を視野に、総合性、市民工学への原点回帰を見つめ直し、安全を総体とし

て捉える哲学・計画論を構築し、社会的な運動論へと発展させることを目的とする。 

 

2）主な構成員 

委員長 山本 卓朗 土木学会顧問 

委 員 大石 久和 （国土技術研究センター）、栢原英郎（ 日本港湾協会）、古木守靖（JICA）、

目黒公郎 

幹事長 羽藤英二（東大） 

幹 事 丸山信（福田道路）、新井田浩（国交省）、三輪渡（JR東日本）、藤原寅士良（JR東日本）、

阿部雅人（BMC） 

※ なお、研究会開催の都度、有識者や専門家を招集する柔軟な組織体とする。 

  

3）活動の概要 

23 年度は、安全哲学（安全を総体として捉える哲学）の構築 WG と社会安全システム（安全を総体と

して捉える計画論）の構築 WG を構成し議論した。その間に社会安全について広く意見を伺うために、

歴代会長と土木学会有識者会議のメンバーにインタビューを行った。これらは「社会安全研究会中間と

りまとめ：2012．7」として報告済である。 

24 年度は最終まとめをめざし、「安全哲学」「安全綱領」「工学連携」の三つの WGを設置して議論を行

った。その間、2013．3．6 のシンポジュームのセッション１で、日本工学会をはじめ 6 学会から会長・

若手技術者の参画による「工学連携による巨大災害と社会安全への取り組み」ワーキングを行った。 

 

4）成果の概要 

①「安全哲学」WG では、昨年度の中間まとめと有識者インタビューなどをもとに、社会安全哲学の再

整理を行った。社会安全とは、の整理に始まり、社会安全の検討の概要とインタビューの概要をまとめ、

これらを「社会安全基本理念」にまとめた。 

②「安全綱領」WG では、社会安全という言葉や理念を広く技術者に普及させるために、日常活動で使

用できるよう、簡潔な綱領にまとめることにして、安全哲学 WG で整理した理念を綱領の形にまとめ提

案した。この安全綱領が今後広く技術者の職場等で活用されることを期待するとともに、土木学会倫理

規定が将来見直される機会に、これらの理念を盛り込むよう検討されることを期待している。 

③「工学連携」WGでは、日本工学会所属の日本建築学会、日本機械学会、電気学会、計測自動制御学

会、土木学会から若手技術者の参加をもとめ、4 回にわたって工学連携ワークショップ（ＷＳ）を開催

した。首都直下地震を基本テーマとして、各分野からの視点でどうとらえるか、その相異が明らかにな

4444. . . . 社会安全推進プラットフォーム特別活動の実施状況社会安全推進プラットフォーム特別活動の実施状況社会安全推進プラットフォーム特別活動の実施状況社会安全推進プラットフォーム特別活動の実施状況    
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るとともに、分野の立場を離れ市民・技術者の視点から、分野横断的な議論を行うことで、社会安全に

対する共通認識を深めることが出来た。また各回ともに各学会から会長をはじめとする幹部諸氏がオブ

ザーバーとして参加され、懇親の機会を持つなど、工学連携を促進する交流の機会を作ることが出来た。 

 

5）提言の概要 

「社会安全基本理念」（案）の一部を記載する 

（専門家・事業者・市民の三つの視点で考える） 

1. 技術者は、専門的知見・能力を活用して社会の発展に貢献する一方で、その結果が未知の脅威をも

たらす可能性のあることを想定したうえで、専門家個人としての視点のみならず、社会の施設を管理・

運営する事業者、行政の視点、そして実際に社会システムを利用する、将来世代も含む市民の視点も踏

まえて、総体として安全を考え、安全・安心な社会の構築に努めなければならない。 

（万が一に備え、多段階外力を想定する） 

２. 技術者は、人間の知識、経験には限界があり、通常の科学・技術で対処困難な自然現象が起こり得

ることを想定し、予期しない複合的災害・事故により社会の安全が脅かされる事態となる恐れがあるこ

とに思いを巡らせ、万が一に備えなければならない。 

（全体的に把握し他分野と連携する） 

３. 技術者は、問題の解決と技術革新のために特定の分野だけでなく進んで他分野の広範な知見や技術

を取り入れ、活用する必要があり、このため工学各分野の連携、さらには人文・社会科学を含む多くの

分野の専門家と積極的に協働・連携しつつ、社会安全に貢献しなければならない。 

（市民と技術者の良好な関係を維持する） 

４. 災害・事故に対して脆弱となった社会でその強靭性を確保して社会安全を実現するためには、市民

と技術者の間で社会安全実現のための基本的な認識を共有し、良好な関係を確立し維持しなければなら

ない。 

（非常時の行動原則） 

５. 非常事態に直面した技術者は、自らの命は自ら守るとともに、自らの関わる社会システムの特性に

精通した専門家として、使命感と勇気を持ち自らの判断のもとそのシステムの柔軟な管理・運用など、

社会安全を確保するための行動をとらなければならない。 

また、経験した災害や事故が、従来の考え方や運用方法などの過誤に起因し、場合によっては、技術者

や組織の責任問題を内在していたとしても、そこから目を逸らし放置することなく、原因を究明し、再

発の防止と改善を図り、さらなる社会安全の向上に貢献しなければならない。 

 

6）今後の課題 

①社会安全という理念がひろく技術者に理解され、市民の視点からの活動に結び付くよう努力してい

くことが技術者への信頼回復に結び付く。このための活動を継続することが肝要である 

②実践活動としての工学連携を土木学会 100 年事業等を通じて継続拡大していくことが必要である。 

 

7）参照資料 

１．「安全・安心な社会の構築に資する科学技術政策に関する懇談会報告書（2004 年４月文部科学省科

学技術・学術政策局）」 

２．土木学会社会安全研究会中間とりまとめ 「技術者への信頼を回復するために」2012 年 7 月 20 日 
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4.2 安全問題研究委員会 BCP 小委員会 

1）活動の目的 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災では、巨大津波による沿岸地域の行政拠点の流出、住民の

生活基盤であるエネルギー供給（水道・電気・ガス）、交通や通信インフラ（道路・港湾・橋梁・鉄

道・電話）、そして避難所・救護施設や医療機関の機能不全等、地域社会全体を含めた組織の継続が

困難になる事態が発生した。 

近い将来と予測されている首都圏直下や東海、東南海、南海地震等を想定した場合、こうした事態

に備え、ＢＣＰに関するマニュアルあるいはガイドライン類の整備を図り、大震災や異常気象等にお

いても機能する対策の確立を普及していくことが、土木学会の担うべき大きな役割のひとつと考えら

れる。 

そこで、こうした役割への貢献の一助とすべく、平成 24 年 1 月、安全問題研究委員会の中に、「Ｂ

ＣＰ小委員会」を発足させ、期間限定（概ね 2 年間）で、かつ、的を絞っての活動を進めていくこと

とした。 

  

2）主な構成員 

白木 渡(香川大学 安全問題研究委員会委員長)、大幢 勝利((独)労働安全衛生総合研究所 安全問

題研究委員会幹事長)、須藤 英明（鹿島建設㈱ ＢＣＰ小委員会委員長）、磯打千雅子（香川大学）、

広兼 道幸(関西大学)、北條 哲男(ものつくり大学)、前川 行正（ものつくり大学）、木田 哲量(日本

大学)、中村 一平(広島工業大学)、加藤 利弘(国土交通省)、越智 繁雄（国土交通省）、釜石 英雄(厚

生労働省)、大西 博文（土木学会）、土井 博（国土技術政策総合研究所）、古木 守靖（（独）国際協力

機構）、井上 晋一(東日本旅客鉄道㈱)、深尾 和代(東日本旅客鉄道㈱)、長谷川 潤（㈱千代田ｺﾝｻﾙﾀﾝ

ﾄ）、指田 朝久（東京海上日動ﾘｽｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱）、石原 成昭(清水建設㈱)、佐藤 剛史(㈱大林組)、西

川 誠一(大成建設㈱)、塩川 義之(㈱長大)、高野 忠邦(高野労働安全コンサルタント事務所) 

  

3）活動の概要 

東日本大震災以降、企業の間で注目されている BCP は、企業の存続のためだけのものではなく、社

会を構成するすべての組織、すなわち行政、地域コミュニティ、学校、病院、家庭等の各組織が継続

し、最適な形で地域再生を果たす計画（「DCP（地域継続計画）」）でなければならない。加えて、最

適な DCP の策定・実践を目指すためには、個々の組織の BCP 策定に際して、目指すべき地域社会の安

全・安心の姿が安定的にイメージされなければならない。 

これを具体的に考えると、近い将来に予想される大地震や津波、あるいはゲリラ豪雨や竜巻等の局地

的異常気象等に備え、「地域住民の目線で捉えた生活環境や社会基盤の維持管理・整備」が、減災へ

の大切な検討課題のひとつと考えられる。 

そこで、この「住民目線」から、平成 24 年度は主に以下の 3項目に着眼した活動を実施した。 

① 文献調査 

東日本大震災後～平成 24 年 6 月号までの土木学会誌に記載された被災地の現地レポートや

インタビュー記事から、現地で浮上したと思われる問題点や課題を抽出し、項目別（工場・生

産施設・生活・行政機能・物資・情報等）、地域（県）別、時系列別（発災直後・1～2 週間後・

数か月等）に分類分析した。 
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② 被災地住民へのアンケート調査 

文献調査に準じた分類で、被災地住民へのアンケート調査を実施した。なお、同様のアンケ

ートが既に数多く行われていたことを勘案し、委員の知人等を通じての協力依頼に努めた。 

③ 宮城県南三陸町での現地ヒアリング調査 

平成 24 年 12 月中旬に宮城県南三陸町を訪問し、復興支援中の一般社団法人（「よみがえれ

南三陸町」）と、町役場関係者（教育・総務）の担当者へのヒアリングを実施した。 

 

4）成果の概要 

①文献調査結果 

   一例として、行政機能に関する調査結果を挙げると、以下の点があらためて浮上した。 

   a. 職員不足で機能マヒ、広域連携等が重要 

     b. 発災直後の主な課題のキーワードは「ライフライン」「物資」「情報」「避難」等 

     c. 時間（期間）経過後の主な課題のキーワードは「生産施設」「生活・お金」等 

②被災地住民アンケート調査結果 

   宮城県における生活関連の課題を一例として挙げると、以下のとおりであった。 

a.2 週間程度で、比較的多くの人々が、ほぼ通常の生活（パターン）に復帰 

b.会社からの支援、地域住民間の連携（共助）、各個人での最低限の備蓄（自助）等が重要 

c.公衆電話・自転車・水（井戸・雨水）の確保も大切 

③南三陸町現地ヒアリング調査結果 

a.「復興ＰＦＩ」……基幹産業の復活が復興につながる。販路確保が大きなカギ 

b.「教育関係者」……震災直後～約 10日間は避難所運営に没頭 

          「保護者への児童の引き渡し」安全保障の観点から基本は「ノー」 

 

5）提言の概要 

   今回、得られた結果を、発災直後の地域の脆弱性の改善と回復力の強化等に反映させていく必要が

あると考える。 

  

6）今後の課題 

 市民目線で捉えた地域継続計画（ＤＣＰ）に関するマニュアル、あるいはガイドラインの策定を、

今後の目標課題としたい。 

 

7）参照資料 

平成 25 年 3 月 29 日開催 重点研究課題シンポジウム「東日本大震災を踏まえた防災計画研究の検

証と今後の研究課題」報告資料 

a. 磯打：地域継続的観点に基づく社会基盤施設の機能継続前略と地域継続計画 

b. 大幢・長谷川：東日本大震災被災地における市民目線で見た地域継続計画（ＤＣＰ）作成の 

ための課題調査 

    c. その他個別調査（古木調べ）：地域ＢＣＰの事例（高知県黒潮町の地域防災計画） 
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4.3 「安全な国土への再設計」支部連合 

1）活動の目的 

社会構造と災害の様相が変化していく中で発災した東日本大震災の甚大な被害により、我が国の災

害に対する脆弱性が改めて明らかとなり、日本各地の安全な国土への再設計が急務となっている。 

本プロジェクトは、土木学会の各支部が中心となり、各地域における安全な国土への再設計につい    

て調査研究すると共に、その活動を学会内に留めず、国民的運動へと高めることを目的とする。そし

て、土木学会が国土のデザイナー集団として再設計統合化技術の方向性を示し、国土のユーザーであ

る市民、企業の意識を啓発高揚する道筋をつけることを目標とする。 

 

2）主な構成員 

支部連合の活動推進主体は各支部に設置された「安全な国土への再設計」支部タスクフォース（TF）

であり、各支部 TFには、座長、副座長、幹事長および委員を基本とし、産官学から多分野の専門家

が所属して活動している。各支部 TFの運営は、土木学会支部(主)および国土交通省地方整備局(副)

の協力体制をとっている。本部に設置した支部連合は、支部 TF 活動の連絡ならびにとりまとめ組織

であり、TF 活動全体の方向性を示す役割も担っている。 

 

 

＜支部連合と支部ＴＦ＞     ＜連動現象－分野連携ダイアログ（連連ダイアログ）＞ 

 

本部に設置している支部連合： 

代表：林 良嗣（名古屋大），副代表：甲村謙友（水資源機構），総括幹事長：佐藤愼司（東京

大），幹事長：木俣 順（中央復建コンサルタンツ），小高猛司（名城大，幹事長代行），塚原
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健一（九州大，幹事），アーカイブ担当：柴崎亮介（東京大） 

各支部に設置している支部タスクフォース（各支部，座長と幹事長の順）： 

北海道支部：萩原 亨（北海道大），高松康廣（札幌市），東北支部：真野 明（東北大），風間

基樹（東北大），関東支部：山田 正（中央大），平野廣和（中央大），中部支部：辻本哲郎（名

古屋大），秀島栄三（名古屋工業大），関西支部：建山和由（立命館大），米山 望（京都大），

中国支部：一井康二（広島大），小野祐輔（鳥取大），四国支部：大年邦雄（高知大），後藤文男

（四国地整），西部支部：善 功企（九州大），塚原健一（九州大） 

 

3）活動の概要 

 各支部 TF が独自に多種多様な活動を展開している。以下に平成 24 年度の活動例を示す。 

  北海道支部：北海道特有の災害（地震・津波時における流氷の打ち上げ，樋門の凍結など）に関す

る資料収集・整理，災害履歴のデータベースの作成準備 

  東北支部 ：東日本大震災に関する学術合同調査委員会活動，アーカイブズ事業・東北大学災害科

学国際研究所「みちの震録伝」事業，各種シンポジウム・パネル展の実施 

  関東支部 ：関東地方における自然災害発生履歴や東日本大震災の被害状況のまとめ，モデル地域

（首都圏の低平地，京浜地区，新潟山古志村，千葉県旭市）における自然複合災害の

課題検討，災害データベース事業の準備 

  中部支部 ：中部地方における過去の大災害の抽出と災害内容，特徴の把握，巨大災害における時

間軸からみた災害の展開と対策等関連機関の整理，中部におけるその他災害関連会議

の勉強会の実施，次世代技術者育成のための学生フォーラムや防災課題に関する実習

の実施，九州豪雨災害の現地調査と報告書のとりまとめ（中部巨大災害対応の視点か

ら），三重県の津波危険地域の現地調査，他機関による過去の巨大災害のアーカイブ

ズ事業との連携 

  関西支部 ：東北地方太平洋沖地震津波に関する調査研究，災害データベースの構築に関する検討

（ブレーンストーミング），市民向け見学会の開催，市民フォーラムの開催 

 中国支部 ：中国地方の災害ポテンシャルの検討（ブレーンストーミング），庄原豪雨災害や山陰

地方の豪雪災害を例とした連鎖相関図の作成，防災マップ演習の結果をもとにした、

災害リスクの提示方法・議論方法の検討，学生による街の防災マップ作成演習（「街

コン！？防災マップ作成演習」） 

 四国支部 ：BCP 推進などを通した大規模災害時の危機管理体制の構築，防災技術の開発（津波か

らの避難のための対策，沿岸部の地震動・液状化・津波による複合災害対策， 甚大

な斜面災害発生時の早期道路啓開技術等）の検討，防災講習会「安全な国土の再設計」

の開催，四国災害アーカイブズ事業の運営と充実への支援ならびに PR 活動の展開 

 西部支部 ：福岡県部会の設立，各県に部会設立準備，防災・災害アーカイブシステム構築に関す

る議論，パイロットプロジェクトしての福岡県部会でのアーカイブ構築作業 

 

4）成果の概要 

 3)で示した各支部 TF の活動を通して、地域特性や社会構造を考慮した被災ポテンシャルの検討、

学生フォーラムや防災演習を通した次世代技術者の育成、市民フォーラムなどを通した防災啓蒙活動、

各種の関係機関と連携した災害アーカイブズ事業の推進がはかられている。 
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5）提言の概要 

  「安全な国土への再設計」に向けた具体的な提言作成に向けて、各支部 TFの活動を引き続き推進

する。 

  

 6）今後の課題 

 学会 100 周年に向けて各支部 TFが各種の事業を展開するとともに、成果の集約をはかる。 

 

7）参照資料 

・平成 24年度全国大会研究等論会 

http://committees.jsce.or.jp/zenkoku/system/files/%E7%A0%9429.pdf 

 ・東北支部学術合同調査委員会 

  http://www.i-l.co.jp/jsce_shinsai/ 

 ・東北大学災害科学国際研究所「みちの震録伝」 

http://shinrokuden.irides.tohoku.ac.jp/ 

  ・｢安全な国土の再設計｣土木学会関東支部タスクフォース 

      http://www.jsce.or.jp/branch/kanto/task_force/task force.html 

   ・中部地方巨大災害タスクフォース 

   http://www.nhri.jp/taskforce_top.html 

・土木学会中国支部－「安全な国土への再設計」中国支部タスクフォース委員会 活動報告他 

http://committees.jsce.or.jp/chugoku/ 

・四国災害アーカイブス 

    http://www.shikoku-saigai.com/ 
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提
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木
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提
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提
言
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体
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関
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機
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に
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か
け
る
．
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提

言
内
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学
会
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子
力
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会
誌
か
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．
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携
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．
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．
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・
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・
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．
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を
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概
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概
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す
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安
全
問
題
研
究
委
員
会

B
C
P
小
委
員
会
 
活

動
成
果
資
料
（
抄
録
）
 

 1
）
文
献
調
査
結
果
 

 
 
 
一
例
と
し
て
、
行
政
機
能
に
関
す
る
問
題
点
や
課
題
を
時
系
列
的
に
抽
出
し
た
結
果
を
下
表
に
示
す
。
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2
）
被
災
地
住
民

へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
 

 
 
 
調
査
結
果
の
一
例
を
下
表
に
示
す
。
宮
城

県
の
調
査
結
果
の
う
ち
、
生
活
必
需
品
・
医
療
環
境
・
近
隣
連
携
等
・
備
え
て
お
く
べ
き
事
項
の
時
系
列
分
類
。
 

 
 
 
 
 
 

 

3
）
宮
城
県
南
三
陸
町
で
の
現
地
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
結
果
 

 
 

復
興
支
援

中
の
一
般
社
団
法
人
「
よ
み
が
え
れ
南
三
陸
町
」
に
お
け
る
 

ヒ
ア
リ
ン
グ
状
況
写
真
を
例
示
す
る
。
 

 
 
キ
ー
ワ
ー

ド
：
復
興
Ｐ
Ｆ
Ｉ
（
サ
ー
ビ
ス
業
主
体
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
）
 

基
幹
産
業
の
復
活
と
販
路
の
確
保
が
カ
ギ
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